
春日部市税条例の一部を改正する条例 

 春日部市税条例（平成１７年条例第７５号）の一部を次のように改正する。 

(1) 次の表中、改正前の欄の号（以下「改正前の号」という。）の表示及びそれに対応す

る改正後の欄の号（以下「改正後の号」という。）の表示に下線が引かれた場合にあっ

ては、当該改正前の号を当該改正後の号とする。 

(2) 次の表中、改正後の号に対応する改正前の号が存在しない場合にあっては、当該改正

後の号を加える。 

(3) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。ただし、第１号に掲げる場合を除く。 

改正後 改正前 

（徴収猶予に係る市の徴収金の分割納付又は分

割納入の方法）

第８条 地方税法（昭和25年法律第226号。以下

「法」という。）第15条第３項及び第５項に規

定する条例で定める方法は、同条第１項若しく

は第２項の規定による徴収の猶予（以下この節

において「徴収の猶予」という。）をする期間

内又は第４項の規定による徴収の猶予をした期

間の延長（以下次項から第４項までにおいて「徴

収の猶予期間の延長」という。）をする期間内

において、当該徴収の猶予をする金額又は当該

徴収の猶予期間の延長をする金額をその者の財

産の状況その他の事情からみて合理的かつ妥当

なものに分割して納付し、又は納入させること

ができる方法とする。

第８条から第17条まで 削除

２ 市長は、法第15条第３項又は第５項の規定に

より、徴収の猶予又は徴収の猶予期間の延長に

係る市の徴収金を分割して納付し、又は納入さ

せる場合においては、当該分割納付又は当該分

割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付

期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金

額を定めるものとする。

３ 市長は、徴収の猶予又は徴収の猶予期間の延

長を受けた者がその納付期限又は納入期限まで

に納付し、又は納入することができないことに

つきやむを得ない理由があると認めるときは、

前項の規定により定めた分割納付又は分割納入

の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又

は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を変



更することができる。

４ 市長は、第２項の規定により分割納付又は分

割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付

期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金

額を定めたときは、その旨、当該分割納付又は

分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納

付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入

金額その他必要な事項を当該徴収の猶予又は当

該徴収の猶予期間の延長を受けた者に通知しな

ければならない。

５ 市長は、第３項の規定により分割納付又は分

割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付

期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金

額を変更したときは、その旨、その変更後の各

納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各

納入期限ごとの納付金額又は納入金額その他必

要な事項を当該変更を受けた者に通知しなけれ

ばならない。

（徴収猶予の申請手続等）

第９条 法第15条の２第１項に規定する条例で定

める事項は、次に掲げる事項とする。

(１) 法第15条第１項各号のいずれかに該当す

る事実があること及びその該当する事実に基

づき市の徴収金を一時に納付し、又は納入す

ることができない事情の詳細

(２) 納付し、又は納入すべき市の徴収金の年

度、種類、納期限及び金額

(３) 前号の金額のうち当該猶予を受けようと

する金額

(４) 当該猶予を受けようとする期間

(５) 分割納付又は分割納入の方法により納付

又は納入を行うかどうか（分割納付又は分割

納入の方法により納付又は納入を行う場合に

あっては、分割納付又は分割納入の各納付期

限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入

期限ごとの納付金額又は納入金額を含む。）

(６) 猶予を受けようとする金額（当該猶予を

受けようとする時点において、既に猶予を受

けている市の徴収金がある場合はその金額を

加算した額。以下この節において同じ。）が

100万円を超え、かつ、猶予期間が３月を超え

る場合には、提供しようとする法第16条第１

項各号に掲げる担保の種類、数量、価額及び

所在（その担保が保証人の保証であるときは、

保証人の氏名及び住所又は居所）その他担保



に関し参考となるべき事項（担保を提供する

ことができない特別の事情があるときは、そ

の事情）

(７) その他市長が必要と認める事項

２ 法第15条の２第１項に規定する条例で定める

書類は、次に掲げる書類とする。

(１) 法第15条第１項各号のいずれかに該当す

る事実を証するに足りる書類

(２) 財産目録その他の資産及び負債の状況を

明らかにする書類

(３) 猶予を受けようとする日前１年間の収入

及び支出の実績並びに同日以後の収入及び支

出の見込みを明らかにする書類

(４) 猶予を受けようとする金額が100万円を

超え、かつ、猶予期間が３月を超える場合に

は、地方税法施行令（昭和25年政令第245号。

以下「令」という。）第６条の10の規定によ

り提出すべき書類その他担保の提供に関し必

要となる書類

(５) その他市長が必要と認める書類

３ 法第15条の２第２項に規定する条例で定める

事項は、次に掲げる事項とする。

(１) 市の徴収金を一時に納付し、又は納入す

ることができない事情の詳細

(２) 第１項第２号から第７号までに掲げる事

  項

４ 法第15条の２第２項及び第３項に規定する条

例で定める書類は、第２項第２号から第５号ま

でに掲げる書類とする。

５ 法第15条の２第３項に規定する条例で定める

事項は、次に掲げる事項とする。

(１) 猶予期間の延長を受けようとする市の徴

収金の年度、種類、納期限及び金額

(２) 猶予期間内にその猶予を受けた金額を納

付し、又は納入することができないやむを得

ない理由

(３) 猶予期間の延長を受けようとする期間

(４) 第１項第５号から第７号までに掲げる事

 項

６ 法第15条の２第４項に規定する条例で定める

書類は、第２項第４号及び第５号に掲げる書類

とする。

７ 法第15条の２第８項に規定する条例で定める

期間は、20日とする。



（職権による換価の猶予の手続等）

第10条 法第15条の５第２項において読み替えて

準用する法第15条第３項及び第５項に規定する

条例で定める方法は、法第15条の５第１項の規

定による換価の猶予（以下この項において「職

権による換価の猶予」という。）をする期間内

又は同条第２項において読み替えて準用する法

第15条第４項の規定による換価の猶予をした期

間の延長（以下この項において「職権による換

価の猶予期間の延長」という。）をする期間内

の各月（市長がやむを得ない事情があると認め

るときは、当該期間内の市長が指定する月。以

下次条第２項において同じ。）において、当該

職権による換価の猶予をする金額又は当該職権

による換価の猶予期間の延長をする金額をその

者の財産の状況その他の事情からみて合理的か

つ妥当なものに分割して納付し、又は納入させ

る方法とする。

２ 第８条第２項から第５項までの規定は、法第

15条の５第２項において読み替えて準用する法

第15条第３項又は第５項の規定により、分割し

て納付し、又は納入させる場合について準用す

る。

３ 法第15条の５の２第１項及び第２項に規定す

る条例で定める書類は、次に掲げる書類とする。

(１) 第９条第２項第２号から第５号までに掲

げる書類

(２) 分割納付又は分割納入させるために必要

となる書類

（申請による換価の猶予の申請手続等）

第11条 法第15条の６第１項に規定する条例で定

める期間は、６月とする。

２ 法第15条の６第３項において準用する法第15

条第３項及び第５項に規定する条例で定める方

法は、法第15条の６第１項の規定による換価の

猶予（以下この項において「申請による換価の

猶予」という。）をする期間内又は同条第３項

において準用する法第15条第４項の規定による

換価の猶予をした期間の延長（以下この項にお

いて「申請による換価の猶予期間の延長」とい

う。）をする期間内の各月において、当該申請

による換価の猶予をする金額又は当該申請によ

る換価の猶予期間の延長をする金額をその者の

財産の状況その他の事情からみて合理的かつ妥

当なものに分割して納付し、又は納入させる方



法とする。

３ 第８条第２項から第５項までの規定は、法第

15条の６第３項において準用する法第15条第３

項又は第５項の規定により、分割して納付し、

又は納入させる場合について準用する。

４ 法第15条の６の２第１項に規定する条例で定

める事項は、次に掲げる事項とする。

(１) 市の徴収金を一時に納付し、又は納入す

ることにより事業の継続又は生活の維持が困

難となる事情の詳細

(２) 第９条第１項第２号から第４号まで及び

第６号又は第７号に掲げる事項

(３) 分割納付又は分割納入の各納付期限又は

各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ご

との納付金額又は納入金額

５ 法第15条の６の２第１項及び第２項に規定す

る条例で定める書類は、第９条第２項第２号か

ら第５号までに掲げる書類とする。

６ 法第15条の６の２第２項に規定する条例で定

める事項は、次に掲げる事項とする。

(１) 第９条第１項第６号及び第７号に掲げる

事項

(２) 第９条第５項第１号から第３号までに掲

げる事項

(３) 第４項第３号に掲げる事項

７ 法第15条の６の２第３項において準用する法

第15条の２第８項に規定する期間は、20日とす

る。

（担保を徴する必要がない場合）

第12条 法第16条に規定する条例で定める場合

は、猶予に係る金額（当該猶予を受けようとす

る時点において、既に猶予を受けている市の徴

収金がある場合はその金額を加算した額）が100

万円以下である場合、猶予期間が３月以内であ

る場合又は担保を徴することができない特別の

事情がある場合とする。

第13条から第17条まで 削除

（公示送達） （公示送達） 

第18条 法第20条の２の規定による公示送達は、

春日部市公告式条例（平成17年条例第３号）第

２条第２項に規定する掲示場に掲示して行うも

のとする。 

第18条 地方税法（昭和25年法律第226号。以下

「法」という。）第20条の２の規定による公示

送達は、春日部市公告式条例（平成17年条例第

３号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示し

て行うものとする。 

（市民税の納税義務者等） （市民税の納税義務者等） 

第23条 第23条 



３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人

の定めがあり、かつ、令第47条に規定する収益

事業を行うもの（当該社団又は財団で収益事業

を廃止したものを含む。第31条第２項の表の第

１号において「人格のない社団等」という。）

又は法人課税信託の引受けを行うものは、法人

とみなして、この節の規定中法人の市民税に関

する規定を適用する。 

３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人

の定めがあり、かつ、地方税法施行令（昭和25

年政令第245号。以下「令」という。）第47条に

規定する収益事業を行うもの（当該社団又は財

団で収益事業を廃止したものを含む。第31条第

２項の表の第１号において「人格のない社団等」

という。）又は法人課税信託の引受けを行うも

のは、法人とみなして、この節の規定中法人の

市民税に関する規定を適用する。 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第36条の２ 第36条の２ 

８ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があ

ると認める場合においては、新たに第23条第１

項第３号又は第４号の者に該当することとなっ

た者に、当該該当することとなった日から30日

以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、

主たる事務所又は事業所の所在、当該市内に有

する事務所、事業所又は寮等の所在、法人番号

（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第

27号）第２条第15項に規定する法人番号をいう。

以下市民税について同じ。）、当該該当するこ

ととなった日その他必要な事項を申告させるこ

とができる。 

８ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があ

ると認める場合においては、新たに第23条第１

項第３号又は第４号の者に該当することとなっ

た者に、当該該当することとなった日から30日

以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、

主たる事務所又は事業所の所在、当該市内に有

する事務所、事業所又は寮等の所在、当該該当

することとなった日その他必要な事項を申告さ

せることができる。 

（市民税の減免） （市民税の減免） 

第51条 第51条 

２ ２ 

(１) 納税義務者の氏名又は名称、住所若しく

は居所又は事務所若しくは事業所の所在地及

び個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第

２条第５項に規定する個人番号をいう。）又

は法人番号 

(２) (略) (１) (略) 

(３) (略) (２) (略) 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けよう

とする者がすべき申告） 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けよう

とする者がすべき申告） 

第55条 第55条 

第56条 法第348条第２項第９号、第９号の２又は

第12号の固定資産について同項本文の規定の適

用を受けようとする者は、土地については第１

号及び第２号に、家屋については第３号及び第

４号に、償却資産については第５号及び第６号

に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、

家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校

第56条 法第348条第２項第９号、第９号の２又は

第12号の固定資産について同項本文の規定の適

用を受けようとする者は、土地については第１

号及び第２号に、家屋については第３号及び第

４号に、償却資産については第５号及び第６号

に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、

家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校



法（昭和24年法律第270号）第64条第４項の法人、

公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人

若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するも

の、医療法（昭和23年法律第205号）第31条の公

的医療機関の開設者、令第49条の10第１項に規

定する医療法人、公益社団法人若しくは公益財

団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税

法第２条第９号の２に規定する非営利型法人を

いう。以下この条において同じ。）に該当する

ものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利

型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法

人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康保

険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国

家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合

連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科

技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若

しくは作業療法士の養成所を設置するもの、公

益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設

置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法

人若しくは宗教法人で博物館法（昭和26年法律

第285号）第２条第１項の博物館を設置するもの

又は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術

の研究を目的とするもの（以下この条において

「学校法人等」という。）の所有に属しないも

のである場合においては当該土地、家屋又は償

却資産を当該学校法人等に無料で使用させてい

ることを証明する書面を添付して、市長に提出

しなければならない。 

法（昭和24年法律第270号）第64条第４項の法人、

公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人

若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するも

の、医療法（昭和23年法律第205号）第31条の公

的医療機関の開設者、令第49条の10第１項に規

定する医療法人、公益社団法人若しくは公益財

団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税

法第２条第９号の２に規定する非営利型法人を

いう。以下この条において同じ。）に該当する

ものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利

型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法

人、独立行政法人労働者健康福祉機構、健康保

険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国

家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合

連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科

技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若

しくは作業療法士の養成所を設置するもの、公

益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設

置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法

人若しくは宗教法人で博物館法（昭和26年法律

第285号）第２条第１項の博物館を設置するもの

又は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術

の研究を目的とするもの（以下この条において

「学校法人等」という。）の所有に属しないも

のである場合においては当該土地、家屋又は償

却資産を当該学校法人等に無料で使用させてい

ることを証明する書面を添付して、市長に提出

しなければならない。 

（施行規則第15条の３第２項の規定による補正

の方法の申出） 

（施行規則第15条の３第２項の規定による補正

の方法の申出） 

第63条の２ 第63条の２ 

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番

号（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第２条第５

項に規定する個人番号をいい、当該書類を提

出する者の同項に規定する個人番号に限る。

以下固定資産税について同じ。）又は法人番

号（同条第15項に規定する法人番号をいう。

以下固定資産税について同じ。）（個人番号

又は法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名又は名称）

(１) 代表者の住所及び氏名

（法第352条の２第５項及び第６項の規定によ

る固定資産税額のあん分の申出） 

（法第352条の２第５項及び第６項の規定によ

る固定資産税額のあん分の申出） 

第63条の３ 第63条の３ 

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番 (１) 代表者の住所及び氏名



号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

２ ２ 

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(１) 代表者の住所及び氏名

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第71条 第71条 

２ ２ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

（住宅用地の申告） （住宅用地の申告） 

第74条 第74条 

(１) 住宅用地の所有者の住所、氏名又は名称

及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及び氏

名又は名称）

(１) 住宅用地の所有者の住所及び氏名又は名

称

（被災住宅用地の申告） （被災住宅用地の申告） 

第74条の２ 第74条の２ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）並びに当該納税義務者が令第52条の13

第１項第３号から第５号まで又は第３項第３

号から第５号までに掲げる者である場合にあ

っては、同条第１項第１号若しくは第２号又

は第３項第１号若しくは第２号に掲げる者と

の関係 

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称並び

に当該納税義務者が令第52条の13第１項第３

号から第５号まで又は第３項第３号から第５

号までに掲げる者である場合にあっては、同

条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第

１号若しくは第２号に掲げる者との関係 

（軽自動車税の減免） （軽自動車税の減免） 

第89条 第89条 

２ ２ 

(２) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所

若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び

個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律第２

条第５項に規定する個人番号をいう。以下こ

の号及び次条において同じ。）又は法人番号

（同法第２条第15項に規定する法人番号をい

う。以下この号において同じ。）（個人番号

又は法人番号を有しない者にあっては、住所

又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名

又は名称）

(２) 軽自動車等の所有者等の住所又は氏名若

しくは名称



（身体障害者等に対する軽自動車税の減免） （身体障害者等に対する軽自動車税の減免） 

第90条 第90条 

２ ２ 

(１) 減免を受ける者の氏名、住所及び個人番

号（個人番号を有しない者にあっては、氏名

及び住所）並びに減免を受ける者が身体障害

者等と生計を一にする者である場合には、当

該身体障害者等との関係 

(１) 減免を受ける者の氏名及び住所並びに減

免を受ける者が身体障害者等と生計を一にす

る者である場合には、当該身体障害者等との

関係 

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第139条の３ 第139条の３ 

２ ２ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号（行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律第２条

第５項に規定する個人番号をいう。以下この

号において同じ。）又は法人番号（同条第15

項に規定する法人番号をいう。以下この号に

おいて同じ。）（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） （入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第147条 第147条 

(１) 住所又は事務所若しくは事業所の所在

地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律第２条第５項に規定する個

人番号をいう。以下この号において同じ。）

又は法人番号（同条第15項に規定する法人番

号をいう。以下この号において同じ。）（個

人番号又は法人番号を有しない者にあって

は、住所又は事務所若しくは事業所の所在地

及び氏名又は名称）

(１) 住所及び氏名又は名称

附 則 附 則 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定

の適用を受けようとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定

の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第10条の３ 第10条の３ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

２ ２ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

３ ３ 



(１) 所有者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(１) 所有者の住所及び氏名

４ ４ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

５ ５ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

６ ６ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

７ ７ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

８ ８ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

９ ９ 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

10 10 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称

（宅地化農地に対して課する固定資産税の納税

義務の免除等） 

（宅地化農地に対して課する固定資産税の納税

義務の免除等） 

第13条の４ 第13条の４ 

２ ２ 

(１) 所有者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(１) 所有者の住所及び氏名



３ ３ 

(１) 所有者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(１) 所有者の住所及び氏名

４ ４ 

(１) 所有者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(１) 所有者の住所及び氏名

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用

を受けようとする者がすべき申告等） 

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用

を受けようとする者がすべき申告等） 

第22条 第22条 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個

人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称）並びに当該納税義務者が令附則第33条

第１項第３号から第５号まで又は第３項第３

号から第５号までに掲げる者である場合にあ

っては、同条第１項第１号若しくは第２号又

は第３項第１号若しくは第２号に掲げる者と

の関係 

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称並び

に当該納税義務者が令附則第33条第１項第３

号から第５号まで又は第３項第３号から第５

号までに掲げる者である場合にあっては、同

条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第

１号若しくは第２号に掲げる者との関係 

３ ３ 

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番

号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(１) 代表者の住所及び氏名

附 則

 （施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。

 (1) 第３６条の２第８項、第５１条第２項各号、第６３条の２第１項第１号、第６３条の

３第１項第１号及び第２項第１号、第７１条第２項第１号、第７４条第１項第１号、第

７４条の２第１項第１号、第８９条第２項第２号、第９０条第２項第１号、第１３９条

の３第２項第１号並びに第１４７条第１号の改正規定並びに附則第１０条の３第１項第

１号、第２項第１号、第３項第１号、第４項第１号、第５項第１号、第６項第１号、第

７項第１号、第８項第１号、第９項第１号及び第１０項第１号、第１３条の４第２項第

１号、第３項第１号及び第４項第１号並びに第２２条第１項第１号及び第３項第１号の

改正規定並びに附則第３条から第７条までの規定 平成２８年１月１日 

 (2) 第８条から第１７条まで、第１８条、第２３条第３項及び第５６条の改正規定並びに

次条の規定 平成２８年４月１日 



 （徴収猶予、職権による換価の猶予及び申請による換価の猶予に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の春日部市税条例（以下「新条例」という。）第８条、第９

条及び第１２条（地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号。以下「平成

２７年改正法」という。）附則第１条第６号に掲げる規定による改正後の地方税法（昭和

２５年法律第２２６号。以下この条において「２８年新法」という。）第１５条第１項又

は第２項の規定による徴収の猶予に係る部分に限る。）の規定は、前条第２号に掲げる規

定の施行の日以後に申請される２８年新法第１５条第１項又は第２項の規定による徴収の

猶予について適用し、同日前に申請された平成２７年改正法附則第１条第６号に掲げる規

定による改正前の地方税法（以下この条において「２８年旧法」という。）第１５条第１

項又は第２項の規定による徴収の猶予については、なお従前の例による。 

２ 新条例第１０条及び第１２条（２８年新法第１５条の５第１項の規定による換価の猶予

に係る部分に限る。）の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後にされる同項の

規定による換価の猶予について適用し、同日前にされた２８年旧法第１５条の５第１項の

規定による換価の猶予については、なお従前の例による。 

３ 新条例第１１条及び第１２条（２８年新法第１５条の６第１項の規定による換価の猶予

に係る部分に限る。）の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後に同項に規定す

る納期限が到来する地方団体の徴収金について適用する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第５１条第２項第１号の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日

以後に提出する申請書について適用する。 

２ 新条例第３６条の２第８項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後に

行われる新条例第３６条の２第８項の規定による申告について適用し、同日前に行われる

この条例による改正前の春日部市税条例（以下「旧条例」という。）第３６条の２第８項

の規定による申告については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 新条例第６３条の２第１項第１号、第６３条の３第１項第１号及び第２項第１号、

第７１条第２項第１号、第７４条第１項第１号並びに第７４条の２第１項第１号並びに附

則第１０条の３第１項第１号、第２項第１号、第３項第１号、第４項第１号、第５項第１

号、第６項第１号、第７項第１号、第８項第１号、第９項第１号及び第１０項第１号、第

１３条の４第２項第１号、第３項第１号及び第４項第１号並びに第２２条第１項第１号及

び第３項第１号の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後に提出する新条

例第６３条の２第１項並びに第６３条の３第１項及び第２項並びに附則第２２条第３項に



規定する申出書、新条例第７１条第２項並びに附則第１３条の４第３項及び第４項に規定

する申請書又は新条例第７４条第１項及び第７４条の２第１項並びに附則第１０条の３各

項、第１３条の４第２項及び第２２条第１項に規定する申告書について適用し、同日前に

提出した旧条例第６３条の２第１項並びに第６３条の３第１項及び第２項並びに附則第 

２２条第３項に規定する申出書、旧条例第７１条第２項並びに附則第１３条の４第３項及

び第４項に規定する申請書又は旧条例第７４条第１項及び第７４条の２第１項並びに附則 

第１０条の３各項、第１３条の４第２項及び第２２条第１項に規定する申告書については、 

なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第５条 新条例第８９条第２項第２号及び第９０条第２項第１号の規定は、附則第１条第１

号に掲げる規定の施行の日以後に提出する新条例第８９条第２項及び第９０条第２項に規

定する申請書について適用し、同日前に提出した旧条例第８９条第２項及び第９０条第２

項に規定する申請書については、なお従前の例による。 

 （特別土地保有税に関する経過措置）

第６条 新条例第１３９条の３第２項第１号の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施

行の日以後に提出する同項に規定する申請書について適用し、同日前に提出した旧条例第

１３９条の３第２項に規定する申請書については、なお従前の例による。

 （入湯税に関する経過措置）

第７条 新条例第１４７条の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後に行わ

れる新条例第１４７条の規定による申告について適用し、同日前に行われた旧条例第

１４７条の規定による申告については、なお従前の例による。


